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答  申 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）  が提起した生活保護法（以下

「法」という。）６３条の規定に基づく返還金額決定処分に係る審査請求

について、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

   本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、○○福祉事務所長（以下「処分庁」とい

う。）が請求人に対し平成３０年１１月２９日付けで行った法６３条

の規定に基づく返還金額決定処分（以下「本件処分」という。）につ

いて、その取消しを求めるものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

請求人は、おおむね以下の理由から、本件処分を違法又は不当であ

ると主張する。  

保護に入る前に働いた給料で、自分の入院費を支払ってはいけない

のでしょうか。入院も働いていたこともすべて保護になる前のことで

す。病院に支払った入院費を○○市から請求されました。病院と市と

二重に支払わなくてはならないことになります。  

７月、８月の収入は、残っていた入院費と家の更新代に支払いまし

た。  

病人がいたら、￥７５，０００までのところに住めるとインターネ

ットで調べました。今の家が￥８０，０００だから、たった￥５，０

００でいっさいの更新料は出ないのでしょうか。  
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第４  審理員意見書の結論  

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項により、

棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年  月  日  審  議  経  過  

令和元年１１月８日  諮問  

令和元年１２月２４日  審議（第４０回第４部会）  

令和２年１月２８日  審議（第４１回第４部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結果、

以下のように判断する。  

１  法令等の定め  

⑴   保護の補足性についての法の定め  

ア  法４条１項によれば、保護は、生活に困窮する者が、その利用

し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の

維持のために活用することを要件として行われるとされている。  

イ  同条２項によれば、民法に定める扶養義務者の扶養及び他の法

律に定める扶助は、すべてこの法律による保護に優先して行われ

るものとするとされている。  

ウ  同条３項によれば、前二項の規定は、急迫した事由がある場合

に、必要な保護を行うことを妨げるものではないとされている。  

エ  法８条１項によれば、保護は、厚生労働大臣の定める基準によ

り測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭又

は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において行うも

のとするとされている。  

⑵  届出の義務についての法の定め  
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法６１条によれば、被保護者は、収入、支出その他生計の状況に

ついて変動があったとき、又は居住地若しくは世帯の構成に異動が

あったときは、すみやかに、保護の実施機関又は福祉事務所長にそ

の旨を届け出なければならないとされている。  

⑶  「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３６年４月

１日厚生省発社第１２３号厚生事務次官通知。以下「次官通知」と

いう。）の第８「収入の認定」３・⑴・ア・ (ｱ)によれば、勤労収入

を得ている者については、基本給、勤務地手当、家族手当及び超過

勤務手当等の収入総額を認定することとされ、同 (ｲ)によれば、勤労

に伴う必要経費として、基礎控除のほか、社会保険料、所得税、労

働組合費、通勤費等の実費の額を認定することとされ、さらに、同

⑵・ア・ (ｱ)及び (ｲ)によれば、公の給付については、その実際の受

給額を収入と認定するが、同収入を得るために必要な経費として、

交通費、所得税、郵便料等を要する場合は、その実際必要額を認定

することとされている。  

⑷  「生活保護費の費用返還及び費用徴収決定の取扱いについて」（平

成２４年７月２３日社援保発０７２３第１号厚生労働省社会・援護

局保護課長通知。以下「課長通知  １」という。）の１・⑴によれ

ば、法６３条に基づく費用返還の取扱いについては、原則、全額を

返還対象とすべきであるが、全額を返還対象とすることによって当

該被保護世帯の自立が著しく阻害されると認められる場合には、

「当該世帯の自立更生のためのやむを得ない用途に充てられたもの

であって、地域住民との均衡を考慮し、社会通念上容認される程度

として保護の実施機関が認めた額」等については、返還額から控除

して差し支えないとされている。  

⑸   費用返還義務についての法の定め  

法６３条によれば、被保護者が、急迫の場合等において資力があ

るにもかかわらず、保護を受けたときは、保護に要する費用を支弁

した都道府県又は市町村に対して、すみやかに、その受けた保護金
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品に相当する金額の範囲内において保護の実施機関の定める額を返

還しなければならないとされている。  

⑹  東京都福祉保健局生活福祉部保護課が作成した「生活保護運用事

例集２０１７」（以下「運用事例集」という。）問７－１９「『そ

の他公の給付』及び『その他の臨時的収入』の対象収入」は、次官

通知第８・３・⑵・ア・ (ｱ)にいう「その他公の給付」（必要経費等

を控除した額を収入として認定する。）として、「保護受給前に支

払った医療費の高額療養費支給額（保護開始時からの資力として法

６３条の対象）」を挙げているが、健康保険組合が独自の制度とし

て行っている付加給付金もこれに準ずるものと解せられる。  

  ⑺  住宅扶助についての保護基準等の定め  

ア  「生活保護法による保護の基準」（昭和３８年４月１日厚生省

告示第１５８号。以下「保護基準」という。）別表第３・１によ

れば、家賃、間代、地代等に係る住宅扶助の基準額は、１級地で

は月額１３，０００円以内とされ、同別表第３・２によれば、当

該費用がこの基準額を超えるときは、都道府県又は地方自治法２

５２条の１９第１項の指定都市若しくは同法２５２条の２２第１

項の中核市ごとに、厚生労働大臣が別に定める額（以下「限度額」

という。）の範囲内の額とするとされている。  

イ  また、「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３

８年４月１日社発第２４６号厚生省社会局長通知。以下「局長通

知  １」という。）第７・４・⑴・オによれば、限度額によりが

たい家賃、間代等であって、世帯員の状況、当該地域の住宅事情

によりやむを得ないと認められるものについては、限度額に１．

４を乗じて得た額の範囲内において、特別基準の設定があったも

のとして、必要な額（以下「特別基準限度額」という。）を認定

して差しつかえないこととされている。  

ウ  「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」（昭和

３８年４月１日社保第３４号厚生省社会局保護課長通知。以下
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「課長通知  ２」という。）第７の問５６・答によれば、「局長

通知  １」第７・４・⑴・オにいう「世帯員の状況、当該地域の

住宅事情によりやむを得ないと認められるもの」については、

「世帯員に車椅子使用の障害者等特に通常より広い居室を必要と

する者がいる場合、老人等で従前からの生活状況からみて転居が

困難と認められる場合又は地域において保護の基準別表第３の２

の規定に基づき厚生労働大臣が定める額（限度額）のうち、世帯

人員別の住宅扶助（家賃・間代等）の限度額の範囲内では賃貸さ

れる実態がない場合をいう。」とされている。  

エ  そして、「生活保護法による保護の基準に基づき厚生労働大臣

が別に定める住宅扶助（家賃・間代等）の限度額の設定について

（通知）」（平成２７年４月１４日付社援発０４１４第９号厚生

労働省社会・援護局長通知、以下「局長通知  ２」という。）

１・⑴によれば、保護基準別表第３の２の規定に基づく、都内に

おける住宅扶助の限度額として、○○市を含む１級地における２

人世帯の住宅扶助の限度額については、月額６４，０００円（以

下「本件基準限度額」という。）とされている。  

  なお、「局長通知  ２」の２によれば、特別基準限度額につい

て、１級地・２人世帯の場合の額については、月額７５，０００

円とされている。  

オ  運用事例集問６－５６「基準額を超える家賃の住宅に居住する

世帯からの保護申請」１・⑴によれば、「基準額を超える家賃の

住宅に居住している世帯から保護の申請があった場合は、保護開

始と同時に、履行期限を定めて転居指導を行うことになる。この

場合の基準額は、その世帯に適用される住宅扶助の限度額とな

る。」とされている。  

⑻  なお、「次官通知」、「局長通知  １」、「局長通知  ２」、

「課長通知  １」及び「課長通知  ２」は、いずれも地方自治法２

４５条の９第１項及び３項の規定に基づく法の処理基準である。  
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なお、運用事例集の上記⑹の取扱いは、法と他法に基づく扶助制

度との併用がなされる場合における事務処理の方針を示したものと

して、また、運用事例集による上記⑺オの取扱いは、「局長通知  

１」及び「局長通知  ２」における住宅扶助の取扱いの基準（上記

⑺アないしエ）に合致するものであって、いずれも合理性が認めら

れるものである。  

２  本件処分の検討  

処分庁は、平成２９年７月と同年８月に本件口座に振り込まれた請

求人の給料と高額療養費給付金のうち、給料については、基礎控除及

び社会保険料等の必要経費を差し引いた後の金額をそれぞれ同年７月

分と８月分の請求人に係る資力と認定し、また、高額療養費給付金に

ついては、運用事例集に従って、その全額を保護開始日にさかのぼっ

て同年５月の請求人に係る資力と認定し、同年５月、７月及び８月に

おけるこれらの合計額２５８，３４０円を請求人に係る資力と認定し

た上で、法６３条の規定に基づき、同各月に支給された保護費のうち、

同各資力に相当する金額（２５８，３４０円）について、請求人に返

還を求めていることが認められ、その取扱いに誤りはない。  

そして、処分庁が、請求人らが支払った住居の更新料約１３万円に

ついては、請求人らの住居の家賃が８０，０００円と本件基準限度額

である６４，０００円を超えていることから、転宅指導をしているこ

とを理由に、本件処分に当たり自立更生免除として認めなかったこと

にも違法、不当な点はない。  

その上で、処分庁は、姉に対し、平成２９年５月分、同年７月分及

び同年８月分として支給した保護費が、それぞれ対応する月の請求人

に係る資力をいずれも上回っていることから、法６３条の規定に基づ

き、これらの合計額２５８，３４０円を返還金額と決定した判断（本

件処分）は、上記１の法令等の規定に則って適正になされたものと認

められ、また、違算等も認められないことから、何ら違法、不当な点

はない。  
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３  請求人の主張  

請求人は、第３のとおり主張し、本件処分の取消しを求めている。  

しかし、高額療養費給付金は、既に支払った医療費の一部分を支払

者に返還するものであり、本件における高額療養費給付金は請求人の

収入となるものであるから、医療費を病院と市に二重に支払うことに

なるという請求人らの主張は、高額療養費制度に対する請求人の誤解

に基づくというほかない。また、請求人らが支払った更新料について

自立更生の費用として免除を認めなかったことに違法、不当な点がな

いことも上記２のとおりである。  

したがって、請求人の主張を採用することはできない。  

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法令

解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に行わ

れているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

松井多美雄、宗宮英俊、大橋真由美  


